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地域生協の個配供給高が2年連続で１兆円突破 
  総事業高3兆3,199億円（前年比99.2％）、組合員数2,703万人（同101.5％） 

～ 2012年度 生協の経営統計より ～  

 
 

 

 日本生活協同組合連合会（略称：日本生協連、会長：浅田克己）は、全国 586 生協（日本生協連加

盟生協に加え、医療福祉生協、大学生協を含む）の経営実態調査票をもとに、2012 年度の生協組織と経

営実態を取りまとめましたので、その概要をご報告します。 
 
【2012 年度の特徴】 
・全国の生協組合員数は 2,703 万人（前年比 101.5%）と 40 万人増加しましたが、世帯加入率(※1)

は住民基本台帳での世帯数増もあり、48.6%(同△0.6 ポイント)と 4年ぶりに低下しました。うち、

地域生協の組合員数は1,974 万人（同 101.7%）と 34万人増加しましたが、世帯加入率は35.5%（同

△0.3ポイント）となりました。 

・全国の生協の総事業高(※2)は 3兆 3,199 億円（前年比 99.2%）、経常剰余金（※3）は 371億円（同

82.5％）と、減収減益となりました。うち、地域生協の総事業高は2兆 6,517 億円（同 99.1%）、経

常剰余金は284億円（同 79.1％）と、減収減益となりました。 

・地域生協供給高の約 6割を占める宅配事業供給高は１兆 6,402 億円（前年比 100.4％）の増収とな

りました。うち、個人宅まで配達する「個配」供給高は１兆 373 億円（同 102.6％）と、2 年連続

で１兆円を超過しています。 

・地域生協の店舗事業供給高は 8,843 億円（前年比 96.2％）でした。なお店舗数は1,013（同99.5％＝5

店舗減）、売場面積は118万6,023㎡（同100.0％）となっています。 

 
※1 世帯加入率  ：組合員数÷住民基本台帳に基づく世帯数 

※2 総事業高    ：商品売上などの｢供給高｣に、共済、福祉等の事業収入を加えた数値 

※3 経常剰余金  ：事業剰余金に事業外損益を±した数値、一般企業の経常利益に相当 

 
【主な数値】 
集計項目 数 値                                 
調査対象生協数 589生協（日本生協連加盟生協に加え、医療福祉生協・大学生協を含む）、 

回収は586生協（うち地域生協138） 
組合員数 2,703万人（うち地域生協1,974万人） 
総事業高 3兆3,199億円（うち地域生協2兆6,517億円） 
世帯加入率 全国の生協：48.62%  地域生協：35.5% 
地域生協の 
業態別供給高 

2011年度：店舗9,190億円、宅配1兆6340億円（うち個配1兆108億円） 
2012年度：店舗8,843億円、宅配1兆6402億円（うち個配1兆373億円） 

 
本調査は、『2012 年度 生協の経営統計』（A4 版・131 頁）として発行しております。 
お問い合わせ・ご購入は、日本生協連出版部（03-5778-8183）までご連絡をお願いいたします。 
 

＜お問い合わせ先＞ 
日本生協連 広報部 

 TEL：03-5778-8106  



 

参考資料：『2012 年度 生協の経営統計』より 

 



 

 



 

 

 

 


